
































１　特別職 （単位：千円，人）

報酬 給料
期末手当

年間支給率
（月分）

期末
手当

寒冷地
手当

その他
の手当

計

計 29,567 29,567 3,571 33,138

計 41,704 41,704 5,497 47,201

計 △ 12,137 △ 12,137 △ 1,926 △ 14,063

２　一般職
（１）　総　　括 （単位：千円，人）

報酬 給料 職員手当

（単位：千円）

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
単身赴任

手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当
児童手当

管理職員
特別手当

管理職手当 期末手当 勤勉手当
退職手当
負担金

退職手当特
別負担金

1,452 3,857 630 2,215 270 4,465 1,380 2,112 14,378 10,657 8,271

936 3,676 648 2,612 264 3,850 1,400 2,112 13,631 10,143 7,529

516 181 △ 18 △ 397 6 615 △ 20 0 747 514 742

（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細

130,559

124,327

6,232

110,398

105,013

5,385

20,161

19,314

847

17

1

60,711

58,212

2,499

49,687

46,801

2,886

職員手当 2,886
制度改正に伴う増減分

その他の増減分 2,886

1,034

その他の増減分 1,465

増減事由別内訳（千円） 説　　　明 備　　　考

給　　　料 2,499

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

職 員 手 当
の 内 訳

区　分

本年度

前年度

比　 較

区　　　分 増減額（千円）

比　 較

前年度

本年度 18

△ 5

区　分 職員数
給　　　　　与　　　　　費

共済費 合　　計 備　　　考
計

△ 12,137 △ 1,926 △ 14,063

5,497 47,201

108

比　 較

その他の
特別職

△ 5 △ 12,137

前年度

その他の
特別職

108 41,704 41,704

29,567 3,571 33,138
本年度

その他の
特別職

103 29,567

103

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

区　分 職員数

給　　　　　与　　　　　費

共済費 合計 備　　　考



（３）　給料及び職員手当の状況

　ア　　職員１人当りの給与

　イ　初　任　給

　ウ　級別職員数

級 構成比(％) 級 構成比(％)

（　　　　）内は短時間勤務職員の職員数であり、外数である

　（級別の標準的な職務内容）

区　　　分 ３　　級 ４　　級 ７　　級

6

3

2

17

11.8

23.5

35.3

17.6

11.8

100.0

次　長

参　事

部　長

上席参事

3

3

5

3

2

16

18.8

18.8

１　　級 ２　　級 ５　　級 ６　　級

一般行政職
主事補

主　事
主　事

係　長

主　幹

課長補佐
主　査

係　長（困）

課　長

副参事

計 計100.0

７　級 ７　級

６　級 ６　級

２　級 ２　級

2

4

５　級 ５　級12.5

４　級 ４　級18.8

 一　般　行　政　職

職員数(人) 職員数(人)

平成31年1月１日現在

１　級

平成30年1月１日現在

１　級

３　級 ３　級31.1

大　　学　　卒 187,200 180,700

区　　分
一　般　行　政　職

区　　分

区　　　　分 一般行政職(円）
国　　の　　制　　度

一般行政職(円）

高　　校　　卒 153,000 148,600

平均給与月額（円） 355,500 平均給与月額（円） 363,164

平　均　年　齢（歳） 38歳4月 平　均　年　齢（歳） 38歳11月

区　　　　　　　　　　　分 一般行政職 区　　　　　　　　　　　分 一般行政職

平成31年1月1日現在

平均給料月額（円） 289,593

平成30年1月1日現在

平均給料月額（円） 292,112



　エ　昇給

一般行政職 一般行政職

18 17

16 15

88.9 88.2

　オ　期末手当・勤勉手当

（　　　）は再任用職員の支給率

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

３５年勤続の者
（月分）

　キ　地域手当

代表的な特殊勤務手当の名称 市税等徴収業務手当 通　　勤　　手　　当 異
 ２キロメートル未満の自動車等使用者に2,300円支給

 ２キロメートル区分ごとに基準額及び加算額制を導入

支給対象職員の比率（％）
100.0 100.0 住　　居　　手　　当 同

（平成31年1月1日現在）

給料総額に対する比率（％） 0.44 0.44 扶　　養　　手　　当 同

区　　　　　分 全　　職　　種  一　般　行　政　職 区　　　　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

支給対象職員数　　　　　　　　  （人) 18

国の指定基準に基づく支給率  （％） 6.0

　ク　特殊勤務手当 　ケ　その他の手当

 （支給率等） 　（２％～２０％加算）

支給対象地域 市内全域

支給率 6.0

　（２％～２０％加算）

国の制度
24.586875 33.27075 47.709 47.709

　定年前早期退職特例措置

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
　定年前早期退職特例措置

区　分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 最高限度

その他の加算措置等
（月分） （月分） （月分）

国　の　制　度
(1.175) (1.175) (2.35)

役職別加算　　　有
2.225 2.225 4.45

前年度
(1.075) (1.225) (2.30)

役職別加算　　　有
2.125 2.275 4.40

本年度
(1.175) (1.175) (2.35)

役職別加算　　　有
2.225 2.225 4.45

　比　　　　　率（Ｂ）／（Ａ）　　　 （％） 88.9 　比　　　　　率（Ｂ）／（Ａ）　　　 （％） 88.2

区　　　分
支　給　期　別　支　給　率

支給率計(月計) 備　　　　　　　考
６月（月分） １２月（月分）

　８　号　給  　（人） 　８　号　給  　（人）

　　　号　給　  （人） 　　　号　給　  （人）

　４　号　給 　 （人） 　４　号　給 　 （人）

　６　号　給　  （人） 　６　号　給　  （人）

　昇給に係る職員数　　　　（Ｂ）（人） 16 　昇給に係る職員数　　　　（Ｂ）（人） 15

号給数別内訳

　２　号　給　  （人）

号給数別内訳

　２　号　給　  （人）

区　　　　　　　　　　分 合    計 区　　　　　　　　　　分 合    計

本年度

　職　　　員　　　数　　　　　（Ａ）（人） 18

前年度

　職　　　員　　　数　　　　　（Ａ）（人） 17



(単位:千円)

期   間 金  額 期   間 金  額 国県支出金 地方債 その他

地域包括支援センター業務委
託（第１日常生活圏域）

148,230 平成３０年度 16,470

自
平成３１年度
至
平成３４年度

131,760 76,092 30,304 25,364

地域包括支援センター業務委
託（第２日常生活圏域）

151,200 平成３０年度 30,240

自
平成３１年度
至
平成３４年度

120,960 69,855 27,820 23,285

地域包括支援センター業務委
託（第３日常生活圏域）

167,750

自
平成３２年度
至
平成３６年度

167,750 96,875 38,583 32,292

通所型短期集中リハビリ教室
運営業務委託

36,640

自
平成３２年度
至
平成３４年度

36,640 12,109 18,320 6,211

介護予防活動継続支援事業業
務委託

4,277

自
平成３２年度
至
平成３４年度

4,277 1,413 2,139 725

債務負担行為で平成３２年度以降にわたるもの
支出額又は支出額の見込み及び平成３１年度以

についての平成３０年度末までの
降の支出予定額等に関する調書

事     項 限     度     額

平成３０年度末までの
支出（見込）額

平成３１年度以降の
支出予定額

左の財源内訳

特　 定 　財 　源
一般財源
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